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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 第14期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しており

ません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

４ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 

第一部 【企業情報】

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期

会計期間

自 平成16年 
  11月１日 
至 平成17年 
  ４月30日

自 平成17年
  11月１日 
至 平成18年 
  ４月30日

自 平成18年
  11月１日 
至 平成19年 
  ４月30日

自 平成16年 
  11月１日 
至 平成17年 
  10月31日

自 平成17年
  11月１日 
至 平成18年 
  10月31日

売上高 (千円) ― ― 2,655,332 ― ―

経常利益 (千円) ― ― 664 ― ―

中間純損失 (千円) ― ― 2,627 ― ―

純資産額 (千円) ― ― 914,881 ― ―

総資産額 (千円) ― ― 2,298,701 ― ―

１株当たり純資産額 (円) ― ― 36,979.86 ― ―

１株当たり中間純損失 (円) ― ― 117.97 ― ―

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 39.8 ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロ―

(千円) ― ― 78,641 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロ―

(千円) ― ― △106,751 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロ―

(千円) ― ― 246,178 ― ―

現金及び現金同等物の 
中間期末残高

(千円) ― ― 636,813 ― ―

従業員数 (名) ― ―
773

〔1,377〕
― ―



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第14期中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、第14期中の持分法を適用した場合の投資利

益、１株当たり純資産額、１株当たり中間純利益、潜在株式調整後１株当たり中間純利益、営業活動による

キャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び

現金同等物の中間期末残高については記載しておりません。 

３ 第13期以前に係る持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき関連会社が存在しない

ため記載しておりません。 

４ 第12期中、第13期中及び第13期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中

間（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５ 第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

６ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 

７ 第13期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期

会計期間

自 平成16年 
  11月１日 
至 平成17年 
  ４月30日

自 平成17年
  11月１日 
至 平成18年 
  ４月30日

自 平成18年
  11月１日 
至 平成19年 
  ４月30日

自 平成16年 
  11月１日 
至 平成17年 
  10月31日

自 平成17年
  11月１日 
至 平成18年 
  10月31日

売上高 (千円) 2,702,593 2,588,579 2,655,063 5,427,709 5,291,418

経常利益又は経常損失 
(△)

(千円) △71,884 △71,617 5,139 89,054 △97,480

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) △83,910 △94,876 1,864 65,870 △37,400

持分法を適用した場合 
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 546,950 546,950 633,365 546,950 546,950

発行済株式総数 (株) 21,740 21,740 24,740 21,740 21,740

純資産額 (千円) 635,926 690,831 923,001 785,707 748,306

総資産額 (千円) 2,304,264 2,109,798 2,304,868 2,018,360 2,155,129

１株当たり純資産額 (円) 29,251.44 31,776.96 ― 36,141.10 34,420.73

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期) 
純損失(△)

(円) △3,859.74 △4,364.15 ― 3,029.91 △1,720.37

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.6 32.7 40.0 38.9 34.7

営業活動による 
キャッシュ・フロ―

(千円) △43,459 83,507 ― 148,645 128,273

投資活動による 
キャッシュ・フロ―

(千円) △96,369 △188,391 ― △262,934 △260,784

財務活動による 
キャッシュ・フロ―

(千円) 382,880 48,128 ― 86,700 2,798

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 812,762 485,366 ― 542,122 412,409

従業員数 (名)
664 

〔1,866〕
733

〔1,610〕
765

〔1,377〕
619 

〔1,816〕
750

〔1,543〕



２ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社１社から構成されております。  

 当社は、介護保険法に基づく訪問介護、訪問看護、居宅介護支援、福祉用具の販売・レンタル、住宅

改修及び施設介護 (介護付き有料老人ホーム、グループホーム、デイサービス)を主たる業務としてお

ります。  

 子会社である株式会社サポート２１は障害を持つ方々に雇用の場を創出するため、平成18年5月に設

立した障害者雇用促進法に定める「特例子会社」であります。事務や清掃などの軽作業の請負を主たる

業務としております。  

 事業の系統図は次のとおりであります。 
  

 

  

３ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) 前事業年度において非連結子会社であった株式会社サポート２１は、重要性が増加したため、当中間連結会計

期間より連結の範囲に含めております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年４月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グル

ープへの出向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

名称 住所 資本金(千円) 主要な事業の内容
議決権の所有(被
所有)割合(%)

関係内容

(連結子会社) 
㈱サポート２１

大阪市北区 10,000 軽作業請負 100.0 事務作業請負

事業部門の名称 従業員数(名)

在宅介護事業 494〔1,377〕

施設介護事業 229〔  ―〕

その他の事業 8〔  ―〕

管理部門 42〔  ―〕

合計 773〔1,377〕



(2) 提出会社の従業員の状況 

平成19年４月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パート

を含んでおります。）であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、ＵＩゼンセン同盟日本介護クラフトユニオン ケア２１分会と称し、ＵＩゼン

セン同盟に加盟しております。労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

 子会社である株式会社サポート２１については労働組合はありません。 

  

従業員数(名) 765〔1,377〕



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

当社グループは、当中間連結会計期間より、中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期

間との対比の記載はしておりません。 

(1) 業績 

当中間連結会計期間(平成18年11月１日～平成19年４月30日)における我が国経済は、消費に弱さが

みられるものの、企業収益の改善に支えられ、設備投資も拡大するなど引き続き緩やかな拡大基調で

推移しました。 

 介護業界を取り巻く市場環境は、介護保険制度を維持可能なものとするため、急増する介護給付費

を抑制すべく、平成18年4月において介護保険制度の本格的な制度改訂が実施され、「介護予防」の

考え方を取り入れた新たなサービスの導入がされるとともに、サービスの基準や介護報酬についても

大幅に見直しが行なわれ、介護保険を利用する要介護認定者や介護事業者にとって大きな転換期とな

りました。また、介護保険に対する信頼を維持する上で、介護サービス事業者においては法令遵守の

徹底が問われております。  

 このような状況の下、当社グループにおきましては組織体制の再編を行い、既存事業の営業力の強

化と社内管理及びコンプライアンス体制の更なる強化を図るとともに、新しい環境に適応したビジネ

スモデルの開発と介護周辺の新規事業開発を進めてまいりました。  

 訪問介護事業におきましては、新規顧客の獲得と目標管理の徹底、施設介護事業におきましては、

早期満床と早期黒字化を図り、企業の成長力の向上と収益力の強化に注力してまいりました。  

 なお、当中間連結会計期間における新設店舗は、訪問介護事業所１店舗、グループホーム１店舗、

訪問看護事業所１店舗であり、統廃合店舗は訪問介護事業所１店舗、デイサービスセンター１店舗で

あります。  

 これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は2,655,332千円、営業損失は7,250千円、経常利益は

664千円、中間純損失は2,627千円となりました。  

 また、当中間連結会計期間における事業別の売上高は在宅介護事業2,095,101千円、施設介護事業

559,962千円、その他の事業（サポート２１）268千円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、636,813千円とな

り、当期首に比べ、218,068千円増加しております。各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとお

りであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、78,641千円となりました。これは主

に、税金等調整前中間純利益13,687千円、減価償却費43,508千円、未払金の増加20,763千円によるも

のであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は106,751千円となりました。これは主

に、施設開設に伴う有形固定資産の取得による支出92,300千円及びソフトウェア等の無形固定資産の

取得による支出20,196千円によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は、246,178千円となりました。これは

主に、長期借入金の純減による支出75,956千円、グループホーム大正の土地建物についてのセール・

アンド・リースバックによる収入151,167千円及び第三者割当増資による収入170,966千円によるもの

であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 商品仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を項目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ その他とは、訪問介護に付随する福祉用具の販売、福祉用具の貸与及び住宅改修等であります。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 生産、受注の状況 

該当事項はありません。 

  

項目

当中間連結会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

仕入高(千円)

福祉用具 14,563

その他 297

合計 14,860

区分

当中間連結会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

販売高(千円)

在宅介護サービス

訪問介護 1,652,761

居宅介護支援 255,478

その他 (注)１ 186,861

施設介護サービス 559,962

その他 268

合計 2,655,332

相手先

当中間連結会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

金額(千円) 割合(％)

大阪府国民健康保険団体連合会 1,268,270 47.8

東京都国民健康保険団体連合会 466,644 17.6



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の設備のセール・アンド・リースバックの取引を行っております。

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりであ

ります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

会社名
事業所名 
（所在地）

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
土地

(面積㎡)
器具備品 借地権

ソフト
ウェア

合計

提出会社
たのしい家大正 
(大阪市大正区)

グル ー プ
ホーム

74,140
65,536
(341)

746 ― ― 140,423 7

会社名 設備の内容 所在地 出店数
投資額
（千円）

着工年月・完成年月

提出会社

グループホーム 大阪市大正区 1 75,622 平成19年２月

介護拠点 
（ステーション）

東京都武蔵野区 1 561 平成19年４月

合計 2 76,184 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 第三者割当増資 

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 86,960

計 86,960

種類
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年４月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年７月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 24,740 24,740
大阪証券取引所
ヘラクレス市場

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 24,740 24,740 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年３月30日 
(注)

3,000 24,740 86,415 633,365 86,415 463,365

発行価格 57,610円 資本組入額 28,805円

割当先 スターツコーポレーション株式会社



(5) 【大株主の状況】 

平成19年４月30日現在 

 
(注) スターツコーポレーション株式会社は、平成19年３月30日に当社が第三者割当増資のため発行した株式を 

100％引受けたことにより、主要株主になっております。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年４月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

依田 平 大阪府摂津市 3,404 13.75

スターツコーポレーション株式
会社

東京都中央区日本橋3-3-9 3,000 12.12

アズワン株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀2-1-27 1,600 6.46

依田 明子 大阪府摂津市 1,200 4.85

ジャフコ・エル弐号投資事業有
限責任組合 無限責任組合員 
株式会社ジャフコ

東京都千代田区丸の内1-8-2 1,140 4.60

舩倉 光雄 東京都江東区 450 1.81

ティ・エイチ・シー・ミレニア
ム投資事業有限責任組合 無限
責任組合員 ＭＵハンズオンキ
ャピタル株式会社

東京都中央区日本橋本町4-8-16 446 1.80

松下電工株式会社 大阪府門真市門真1048 440 1.77

川合 利幸 静岡県浜松市南区 308 1.24

洲﨑 清海 大阪府大阪市西成区 277 1.11

ジャフコ・ジーシー１号投資事
業組合 組合員代表者 株式会
社ジャフコ

東京都千代田区丸の内1-8-2 230 0.92

ジャフコ・ジー８（エー）号投
資事業組合 組合員代表者 株
式会社ジャフコ

東京都千代田区丸の内1-8-2 230 0.92

ジャフコ・ジー８（ビー）号投
資事業組合 組合員代表者 株
式会社ジャフコ

東京都千代田区丸の内1-8-2 230 0.92

計 ― 12,955 52.36

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 24,740 24,740

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 24,740 ― ―

総株主の議決権 ― 24,740 ―



② 【自己株式等】 

平成19年４月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレス市場における株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 平成18年11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月

最高（円） 78,500 75,000 68,500 62,300 63,000 59,400

最低（円） 67,000 58,000 57,500 56,000 56,000 45,500

 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成17年11月１日から平成18年４月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

(3) 当中間連結会計期間(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)は、中間連結財務諸表の作成初年

度であるため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書については前中間連結会計期間及び前連結会計年度との対比

は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年11月１日から平成18年４

月30日まで)の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間

(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年11月１日から平成19年４

月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、京都監査法人により中間監査を受けてお

ります。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 前中間会計期間の中間財務諸表                       中央青山監査法人

 当中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び当中間会計期間の中間財務諸表   京都監査法人 

  
(注) 中央青山監査法人は、平成18年９月１日にみすず監査法人に名称を変更しております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

当中間連結会計期間末
(平成19年４月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

 (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※2 646,813

 ２ 売掛金 875,840

 ３ たな卸資産 16,106

 ４ その他 55,822

   貸倒引当金 △ 8,292

   流動資産合計 1,586,290 69.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1

  (1) 建物 219,598

  (2) 構築物 1,057

  (3) 器具備品 80,547 301,203 13.1

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 97,700

  (2) 電話加入権 9,281

  (3) その他 22,326 129,308 5.6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 7,500

  (2) 出資金 1

  (3) 破産債権、再生債権、更生債権 
    その他これらに準ずる債権

5,255

  (4) 長期前払費用 24,020

  (5) 差入保証金 248,485

    貸倒引当金 △ 3,363 281,899 12.3

   固定資産合計 712,410 31.0

   資産合計 2,298,701 100.0



当中間連結会計期間末
(平成19年４月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

 (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 43,159

 ２ １年内返済予定の 
   長期借入金

465,455

 ３ 未払金 386,519

 ４ 未払法人税等 25,880

 ５ 前受金 141,570

 ６ 預り金 31,455

 ７ 賞与引当金 6,099

 ８ その他 7,101

   流動負債合計 1,107,241 48.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 264,020

 ２ その他 12,558

   固定負債合計 276,578 12.0

   負債合計 1,383,819 60.2

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 633,365 27.5

 ２ 資本剰余金 463,365 20.2

 ３ 利益剰余金 △ 181,848 △ 7.9

   株主資本合計 914,881 39.8

   純資産合計 914,881 39.8

   負債及び純資産合計 2,298,701 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

 

当中間連結会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 2,655,332 100.0

Ⅱ 売上原価 1,897,272 71.5

   売上総利益 758,059 28.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 765,310 28.8

   営業損失 7,250 △ 0.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 66

 ２ 補助金収入 21,536

 ３ その他 1,784 23,387 0.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 6,970

 ２ 株式交付費 1,863

 ３ 障害者雇用納付金 5,400

 ４ その他 1,238 15,471 0.6

     経常利益 664 0.0

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 10,669

 ２ 社会保険料還付金 6,941 17,611 0.7

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※2 2,395

 ２ 減損損失 ※3 2,192 4,588 0.2

   税金等調整前中間純利益 13,687 0.5

   法人税、住民税及び事業税 16,314 0.6

   中間純損失 2,627 △ 0.1



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日) 

株主資本
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年10月31日残高(千円) ― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額

 新規連結に伴う増加額（千円） 546,950 376,950 △179,220 744,679 744,679

 新株の発行（千円） 86,415 86,415 172,830 172,830

 中間純損失（△）（千円） △2,627 △2,627 △2,627

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

633,365 463,365 △181,848 914,881 914,881

平成19年４月30日残高(千円) 633,365 463,365 △181,848 914,881 914,881



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間純利益 13,687

 ２ 減価償却費 43,508

 ３ 減損損失 2,192

 ４ 貸倒引当金の減少額 △ 14,945

 ５ 賞与引当金の増加額 6,099

 ６ 受取利息 △ 66

 ７ 支払利息 6,970

 ８ 株式交付費 1,863

 ９ 固定資産除却損 2,395

 10 売上債権の減少額 7,717

 11 たな卸資産の増加額 △ 9,417

 12 仕入債務の減少額 △ 2,744

 13 前払費用の増加額 △ 3,974

 14 未払金の増加額 20,763

 15 前受金の増加額 6,054

 16 その他 16,407

    小計 96,511

 17 利息の受取額 155

 18 利息の支払額 △ 7,161

 19 法人税等の支払額 △ 10,864

   営業活動によるキャッシュ・フロー 78,641

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有価証券の償還による収入 5,000

 ２ 有形固定資産の取得による支出 △ 92,300

 ３ 無形固定資産の取得による支出 △ 20,196

 ４ 貸付による支出 △ 1,127

 ５ 貸付金の回収による収入 937

 ６ 保証金の差入れによる支出 △ 2,803

 ７ 保証金の返還による収入 5,234

 ８ その他 △ 1,496

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 106,751



 

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入による収入 300,000

 ２ 短期借入金の返済による支出 △ 300,000

 ３ 長期借入れによる収入 200,000

 ４ 長期借入金の返済による支出 △ 275,956

 ５ セール・アンド・リースバックによる収入 151,167

 ６ 株式の発行による収入 170,966

   財務活動によるキャッシュ・フロー 246,178

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 218,068

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 ※1 418,745

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高
※2

636,813



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目
当中間連結会計期間

(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 

 

 

 

 

(1) 連結子会社の数 １社 

     連結子会社の名称 

     株式会社サポート２１ 

     当中間連結会計期間より連結の範囲に含めております。 

(2) 非連結子会社 

     該当事項はありません。

２ 持分法適用に関する事項 

 

     関連会社及び非連結子会社はないため、該当事項はあり 

    ません。

３ 連結子会社の中間決算日 

  等に関する事項

     連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致して 

    おります。

４ 会計処理基準に関する 

  事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のないもの 

      移動平均法に基づく原価法 

  ② たな卸資産 

     商品………個別法による原価法 

     貯蔵品……最終仕入原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

    定額法 

     なお、主な資産耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物                 ５～47年 

    器具備品               ４～６年 

   ② 無形固定資産 

     定額法 

     なお、自社利用のソフトウェアについては社内における 

    利用可能期間（５年）に基づいております。また、定期借 

    地権については契約期間に基づいております。 

   ③ 長期前払費用 

     定額法 

(3) 重要な引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい 

    ては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ 

    いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上 

    しております。 

   ② 賞与引当金 

     従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来 

    の支給見込額を計上しております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法  

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの  

   以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸  

   借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 



 
  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 
  

項目
当中間連結会計期間

(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

４ 会計処理基準に関する 

  事項

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

     金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たして 

    おりますので、特例処理を採用しております。 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段：金利スワップ取引 

     ヘッジ対象：借入金の利息 

   ③ ヘッジ方針 

     借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ 

    取引を行っております。 

   ④ ヘッジの有効性評価の方法 

     特例処理によって行っている金利スワップ取引について 

    は有効性の評価を省略しております。 

(6) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

    消費税等の会計処理 

     税抜方式を採用しております。ただし、固定資産に係る 

    控除対象外消費税は投資その他の資産の長期前払費用に計 

    上し、５年間で均等償却しております。

５ 中間連結キャッシュ・ 

  フロー計算書における 

  資金の範囲

     中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金 

   及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金 

   及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅 

   少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に満期又は 

   償還期限の到来する短期投資からなっております。

当中間連結会計期間末 
(平成19年４月30日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                   111,900千円 

 

※２ 有料老人ホーム入居者の一時金の保全について 

   当社と金融機関との間で、保証委託契約を結ん 

   でおり、総保証極度額48,000千円の担保として 

   定期預金10,000千円を差し入れております。



(中間連結損益計算書関係) 

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金
   額は次のとおりであります。

給与手当 232,458千円

地代家賃 124,227千円

賞与引当金繰入額 6,099千円

※２ 固定資産除却損の内訳

長期前払費用 389千円

ソフトウエア 2,005千円

   計 2,395千円

※３ 減損損失 

当中間連結会計期間において以下のとおり減損損失を

計上いたしました。

用 途  居宅介護事業

種 類  器具備品他

場 所

 枚方ステーション

（大阪府枚方市）

 他６事業所

 

 当社グループは、資産のグルーピングを事業所及び

管理会計上の事業別に行っております。７事業所にお

いて当初想定していた収益を見込めなくなったことに

ともない、減損損失を認識しております。なお、回収

可能価額を使用価値より測定しておりますが、将来キ

ャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスである

ため回収可能価額はないものとして取り扱っておりま

す。
 
減損損失の金額 
 

 器具備品 112千円

 長期前払費用 1,285千円

 リース資産 794千円

 合計 2,192千円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由） 
 増加数の内訳は、次のとおりであります。  
  期首時点において連結財務諸表を作成したことによる増加   21,740株 
  第三者割当増資による増加                  3,000株 

  

２ 自己株式に関する事項 
  

該当事項はありません。 
  
３ 新株予約権等に関する事項 

  
該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

  
該当事項はありません。 

    
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) ― 24,740 ― 24,740

当中間連結会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

※１ 現金及び現金同等物の期首残高のうち、連結子会社で
   ある株式会社サポート２１の現金及び現金同等物が、 
   6,335千円含まれております。

 

※２ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対 

   照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 646,813千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△10,000千円

現金及び現金同等物 636,813千円



(リース取引関係) 

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

器具 
備品

169,144 88,383 5,427 75,333

車輌 
運搬具

4,053 1,255 ― 2,797

ソフト 
ウェア

15,301 9,756 ― 5,545

合計 188,499 99,395 5,427 83,676

② 未経過リース料中間期末残高相当額及びリース資産減損勘

定中間期末残高相当額

１年以内 35,064千円

１年超 58,639千円

合計 93,704千円

リース資産減損勘定 

中間期末残高

3,034千円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 20,677千円

リース資産減損勘定の取崩額 1,281千円

減価償却費相当額 15,580千円

支払利息相当額 1,571千円

減損損失 ―千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法に

よっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方法については、利息法によって

おります。

２ オペレーティングリース取引

 未経過リース料

１年以内 263,811千円

１年超 4,697,580千円

合計 4,961,392千円



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成19年４月30日) 

  時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

  

 
  

  

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

  その他有価証券
   非上場株式 7,500

計 7,500

当中間連結会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

 当社の利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しているた

め、デリバティブ取引に関する注記を省略しております。

当中間連結会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

該当事項はありません。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日) 

   全セグメントの売上高の合計及び営業損失の合計額に占める介護事業の割合が、いずれも90％を超え

  るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日) 

 在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日) 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
  
(注) １株当たり中間純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
  

項目
当中間連結会計期間

(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

１株当たり純資産額 36,979円86銭

１株当たり中間純損失(△) △117円97銭

 なお、潜在株式調整後1株当たり中間
純利益については、１株当たり中間純
損失であり、また、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

当中間連結会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

中間純損失(△)(千円) △2,627

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る中間純損失(△)(千円) △2,627

期中平均株式数(株) 22,270



(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

該当事項はありません。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

前中間会計期間末

(平成18年４月30日)

当中間会計期間末

(平成19年４月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※2 485,366 645,530 422,409

 ２ 売掛金 882,082 875,692 873,315

 ３ 有価証券 5,000 ― 5,000

 ４ たな卸資産 10,966 15,888 6,602

 ５ その他 50,262 54,256 49,786

   貸倒引当金 △6,215 △ 8,288 △ 13,310

   流動資産合計 1,427,462 67.7 1,583,078 68.7 1,343,804 62.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1

  (1) 建物 234,639 219,598 225,912

  (2) 構築物 1,163 1,057 1,110

  (3) 器具備品 90,241 79,927 77,445

  (4) 土地 ― ― 63,844

   有形固定資産合計 326,044 300,582 368,312

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 93,208 97,700 111,624

  (2) 電話加入権 9,281 9,281 9,281

  (3) その他 33,936 22,326 22,881

   無形固定資産合計 136,426 129,308 143,787

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 10,000 7,500 7,500

  (2) 関係会社株式 ― 10,000 10,000

  (3) 出資金 1 1 1

  (4) 長期貸付金 740 ― ―

  (5) 破産債権、再生債 
    権、更生債権その 
    他これらに準ずる 
    債権

15,319 5,255 15,376

  (6) 長期前払費用 28,576 24,020 25,287

  (7) 差入保証金 179,665 248,485 254,344

   貸倒引当金 △14,439 △ 3,363 △ 13,284

   投資その他の資産 
   合計

219,864 291,899 299,224

   固定資産合計 682,335 32.3 721,790 31.3 811,324 37.6

   資産合計 2,109,798 100.0 2,304,868 100.0 2,155,129 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年４月30日)

当中間会計期間末

(平成19年４月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 49,310 42,943 45,886

 ２ 一年内返済予定の 
   長期借入金

434,360 465,455 483,600

 ３ 未払金 379,018 385,030 376,787

 ４ 未払法人税等 14,271 25,857 18,934

 ５ 前受金 88,183 141,570 135,516

 ６ 預り金 35,280 31,231 13,837

 ７ 賞与引当金 ─ 6,099 ─

 ８ その他 2,141 7,101 7,097

   流動負債合計 1,002,566 47.5 1,105,289 48.0 1,081,659 50.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 416,401 264,020 321,831

 ２ その他 ― 12,558 3,332

   固定負債合計 416,401 19.8 276,578 12.0 325,163 15.1

   負債合計 1,418,967 67.3 1,381,867 60.0 1,406,822 65.3

 (資本の部)

Ⅰ 資本金 546,950 25.9 ─ ─ ─ ─

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 376,950 ─ ─

   資本剰余金合計 376,950 17.8 ─ ─ ─ ─

Ⅲ 利益剰余金

 １ 中間未処理損失 233,068 ─ ─

   利益剰余金合計 △233,068 △11.0 ─ ─ ─ ─

   資本合計 690,831 32.7 ─ ─ ─ ─

   負債及び資本合計 2,109,798 100.0 ─ ─ ─ ─

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ─ ─ 633,365 27.4 546,950 25.3

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ─ 463,365 376,950

    資本剰余金合計 ─ ─ 463,365 20.1 376,950 17.5

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ─ △ 173,728 △ 175,593

    利益剰余金合計 ─ ─ △ 173,728 △ 7.5 △ 175,593 △ 8.1

   株主資本合計 ─ ─ 923,001 40.0 748,306 34.7

   純資産合計 ─ ─ 923,001 40.0 748,306 34.7

   負債及び純資産合計 ─ ─ 2,304,868 100.0 2,155,129 100.0



② 【中間損益計算書】 

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,588,579 100.0 2,655,063 100.0 5,291,418 100.0

Ⅱ 売上原価 1,854,470 71.6 1,897,097 71.5 3,794,497 71.7

   売上総利益 734,109 28.4 757,966 28.5 1,496,920 28.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 796,698 30.8 759,541 28.6 1,578,181 29.8

      営業損失 62,589 △2.4 1,574 △ 0.1 81,260 △ 1.5

Ⅳ 営業外収益 ※1 4,058 0.1 22,185 0.8 7,878 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※2 13,085 0.5 15,471 0.5 24,098 0.5

   経常利益又は 
   経常損失(△)

△71,617 △2.8 5,139 0.2 △ 97,480 △ 1.8

Ⅵ 特別利益 ※3 ─ ─ 17,611 0.7 97,500 1.8

Ⅶ 特別損失
※4 
※5 

17,988 0.7 4,588 0.2 26,585 0.5

   税引前中間(当期) 
   純利益又は税引前 
   中間(当期)純損失 
   (△)

△89,605 △3.5 18,162 0.7 △ 26,566 △ 0.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

5,270 0.2 16,297 0.6 10,834 0.2

   中間(当期)純利益 
   又は中間(当期)純 
   損失(△)

△94,876 △3.7 1,864 0.1 △ 37,400 △ 0.7

   前期繰越損失 138,192 ─ ─

   中間未処理損失 233,068 ─ ─



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日) 

 
  

前事業年度(自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日) 

 
  

項目

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年10月31日残高(千円) 546,950 376,950 △175,593 748,306 748,306

中間会計期間中の変動額

 新株の発行(千円) 86,415 86,415 172,830 172,830

 中間純利益(千円) 1,864 1,864 1,864

中間会計期間中の変動額合計(千円) 86,415 86,415 1,864 174,694 174,694

平成19年４月30日残高(千円) 633,365 463,365 △173,728 923,001 923,001

項目

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成17年10月31日残高(千円) 546,950 376,950 △138,192 785,707 785,707

事業年度中の変動額

 当期純損失（△）(千円) △37,400 △37,400 △37,400

事業年度中の変動額合計(千円) △37,400 △37,400 △37,400

平成18年10月31日残高(千円) 546,950 376,950 △175,593 748,306 748,306



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純損失 △ 89,605 △ 26,566

 ２ 減価償却費 37,489 80,474

 ３ 貸倒引当金の増加額又は減少額(△) △ 3,042 2,897

 ４ 受取利息 △ 100 △ 190

 ５ 支払利息 5,922 12,607

 ６ 投資有価証券売却益 ― △ 97,500

 ７ 固定資産除却損 2,691 4,192

 ８ 減損損失 11,812 17,879

 ９ 売上債権の減少額 16,682 23,064

 10 仕入債務の増加額 6,467 3,043

 11 前払費用の増加額 ― △ 15,458

 12 未払金の増加額 58,716 44,146

 13 前受金の増加額 72,326 119,659

 14 その他 △ 567 2,189

    小計 118,793 170,439

 15 利息の受取額 216 246

 16 利息の支払額 △ 6,171 △ 13,080

 17 法人税等の支払額 △ 29,331 △ 29,331

   営業活動によるキャッシュ・フロー 83,507 128,273

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 ― △ 10,000

 ２ 投資有価証券の売却による収入 ― 100,000

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △ 126,808 △ 191,034

 ４ 無形固定資産の取得による支出 △ 11,839 △ 20,613

 ５ 貸付による支出 △ 1,754 △ 2,578

 ６ 貸付金の回収による収入 2,741 4,280

 ７ 保証金の差入れによる支出 △ 54,157 △ 133,960

 ８ 保証金の返還による収入 5,239 8,129

 ９ 関係会社株式の取得による支出 ― △ 10,000

 10 その他 △ 1,812 △ 5,007

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 188,391 △ 260,784

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 300,000 600,000

 ２ 短期借入金の返済による支出 △ 300,000 △ 600,000

 ３ 長期借入れによる収入 250,000 450,000

 ４ 長期借入金の返済による支出 △ 201,872 △ 447,202

   財務活動によるキャッシュ・フロー 48,128 2,798

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △ 56,755 △ 129,712

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 542,122 542,122

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 485,366 412,409



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目
前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 子会社株式 

     ───

(1) 子会社株式

 移動平均法に基づく原価

法

(1) 子会社株式

同左

(2) 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のないもの

移動平均法に基づく

原価法

(2) 有価証券

同左

(2) 有価証券

同左

(3) たな卸資産

 商品 個別法による原価

法

(3) たな卸資産 

 商品  同左

(3) たな卸資産 

 商品  同左

 貯蔵品 最終仕入原価法  貯蔵品 同左  貯蔵品 同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

 定額法

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物 ５～47年

器具備品 ４～６年

(1) 有形固定資産

 同左

 

(1) 有形固定資産

 同左

 

(2) 無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づいております。ま

た、定期借地権については

契約期間に基づいておりま

す。

(2) 無形固定資産

 同左

(2) 無形固定資産
 同左 

 

(3) 長期前払費用 

 定額法

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金
     ───

(2) 賞与引当金

 従業員に対して支給する 

賞与の支出に充てるため、 

将来の支給見込額を計上し 

ております。 

（追加情報） 

 当中間会計期間に報奨制 

度を設け業績連動型賞与を 

採用したため、当社所定の 

支払見込額を賞与引当金と 

して計上しております。

(2) 賞与引当金
    ───



項目
前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

４ リース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方

法

(1) ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引につい

て、特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処

理を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ

対象

 ヘッジ手段：金利スワッ

プ取引

 ヘッジ対象：借入金の利

息

(2) ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

(3) ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っておりま

す。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価

の方法

 特例処理によっている金

利スワップ取引については

有効性の評価を省略してお

ります。

(4) ヘッジの有効性評価

の方法

同左

(4) ヘッジの有効性評価

の方法

同左

６  中 間 キ ャ ッ シ

ュ・フロー計算

書（キ ャ ッ シ

ュ・フロー計算

書）における資

金の範囲

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に満期又は償還期限の到

来する短期投資からなって

おります。

―――  キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に満期又は償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。

７ その他中間財務

諸 表（財 務 諸

表）作成のため

の基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しており

ます。なお、仮払消費税及

び仮受消費税は相殺のう

え、流動負債の「その他」

に含めて表示しておりま

す。

消費税等の会計処理

 税抜方式を採用しており

ます。ただし、固定資産に

係る控除対象外消費税は投

資その他の資産の長期前払

費用に計上し、５年間で均

等償却しております。

消費税等の会計処理

 税抜方式を採用しており

ます。



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

表示方法の変更 

前中間会計期間
  （自 平成17年11月１日
   至 平成18年４月30日）

当中間会計期間
  （自 平成18年11月１日
   至 平成19年４月30日）

前事業年度
 （自 平成17年11月１日
  至 平成18年10月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間会計期間より「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより、営業損失及び経常損

失が2,304千円減少し、税引前中間純

損失が9,508千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これにより、営業損失及び経常損

失が4,522千円減少し、税引前当期純

損失及び当期純損失が13,356千円増

加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

 

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。  

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は923,001千円であります。  

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における貸

借対照表の純資産の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により

作成しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は748,306千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。

前中間会計期間 当中間会計期間
（自 平成17年11月１日 （自 平成18年11月１日
 至 平成18年４月30日） 至 平成19年４月30日）

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間まで流動負債の「その他」に含めて表

示しておりました「前受金」（前中間会計期間末は

8,163千円）は、当中間会計期間にて重要性が増したの

で、区分掲記しております。 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間会計期間まで「営業キャッシュ・フロー」の

「その他」に含めていました「前受金の増加額」（前中

間会計期間は8,163千円）は、当中間会計期間にて重要

性が増したので、区分掲記しております。

―――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(平成18年４月30日)

当中間会計期間末
(平成19年４月30日)

前事業年度末 
(平成18年10月31日)

※ １ 有形固定資産の減価償却累

計額

71,194千円

※ １ 有形固定資産の減価償却累

計額

111,890千円

※ ２ 有料老人ホーム入居者の一

時金の保全について当社と

金融期間との間で、保証委

託契約を結んでおり、総保

証極度額48,000千円の担保

として定期預金10,000千円

を差し入れております。

※ １ 有形固定資産の減価償却累

計額

91,162千円

※ ２     同左



(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

 

※ １ 営業外収益の主要項目

受取利息 100千円

受取手数料 644千円

保険金収入 664千円

※ １ 営業外収益の主要項目

受取利息 64千円

受取手数料 150千円

保険金収入 1,311千円

補助金収入 20,378千円
 

※ １ 営業外収益の主要項目

受取利息 190千円

受取手数料 953千円

保険金収入 3,282千円

 

※ ２ 営業外費用の主要項目

支払利息 5,922千円

※ ２ 営業外費用の主要項目

支払利息 6,970千円

株式交付費 1,863千円

障害者雇用
納付金

5,400千円  

※ ２ 営業外費用の主要項目

支払利息 12,607千円

障害者雇用 
納付金

4,650千円

※ ３ 特別利益の主要項目
 ――――

※ ３ 特別利益の主要項目
貸倒引当金
戻入益

10,669千円

社会保険料
還付金

6,941千円
 

※ ３ 特別利益の主要項目
投資有価証券 
売却益

97,500千円

※ ４ 特別損失の主要項目

長期前払 
費用除却損

2,071千円

器具備品  
除却損

620千円

事業所統廃合
整理費用

3,484千円

減損損失 11,812千円

 

※ ４ 特別損失の主要項目

長期前払
費用除却損

389千円

ソフトウェア
除却損

2,005千円

減損損失 2,192千円

※ ４ 特別損失の主要項目

長期前払 
費用除却損

3,367千円

器具備品 
除却損

644千円

事業所統廃合
整理費用

4,513千円

減損損失 17,879千円

 

※ ５ 減損損失

当中間会計期間において以下のとお
り減損損失を計上いたしました。

 用 途 居宅介護事業

 種 類 器具備品他

 場 所
調布ステーション 
(東京都調布市) 
他３事業所

当社は、資産のグルーピングを事業
所及び管理会計上の事業別に行って
おります。４事業所において当初想
定していた収益を見込めなくなった
ことにともない、回収可能価額を使
用価値より測定し将来キャッシュフ
ローを３％で割り引いて算定してお
ります。 
 

 

※ ５ 減損損失

当中間会計期間において以下のとお
り減損損失を計上いたしました。

 用 途 居宅介護事業

 種 類 器具備品他

 場 所
枚方ステーション
(大阪府枚方市) 
他６事業所

当社は、資産のグルーピングを事業
所及び管理会計上の事業別に行って
おります。７事業所において当初想
定していた収益を見込めなくなった
ことにともない、減損損失を認識し
ております。なお、回収可能価額を
使用価値より測定しておりますが、
将来キャッシュフローに基づく使用
価値がマイナスであるため回収可能
価額はないものとして取り扱ってお
ります。

 

※ ５ 減損損失

当会計期間において以下のとおり減
損損失を計上いたしました。

用 途 居宅介護事業

種 類 器具備品他

場 所
調布ステーション 
(東京都調布市) 
他７事業所

当社は、資産のグルーピングを事業
所及び管理会計上の事業別に行って
おります。８事業所において当初想
定していた収益を見込めなくなった
ことにともない、回収可能価額を使
用価値より測定し将来キャッシュフ
ローを３％で割り引いて算定してお
ります。 
 

 

減損損失の金額

器 具 備 品 1,271千円

長期前払費用 1,419千円

リ ー ス 資 産 9,121千円

合計 11,812千円
 

減損損失の金額

器 具 備 品 112千円

長期前払費用 1,285千円

リ ー ス 資 産 794千円

合計 2,192千円
 

減損損失の金額

器 具 備 品 1,996千円

長期前払費用 2,236千円

リ ー ス 資 産 13,645千円

合計 17,879千円

  ６ 減価償却実施額

有形固定資産 18,271千円

無形固定資産 14,101千円

  ６ 減価償却実施額

有形固定資産 20,727千円

無形固定資産 17,423千円

  ６ 減価償却実施額

有形固定資産 39,040千円

無形固定資産 30,760千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 
  

中間連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。 

  

２ 自己株式に関する事項 
  

該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 
  

中間連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。 

  

４ 配当に関する事項 
  

中間連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。 

  

前事業年度（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 
  

該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 
  

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 21,740 ― ― 21,740

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 485,366千円

現金及び現金同等物 485,366千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

現金及び預金残高 422,409千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△10,000千円

現金及び現金同等物 412,409千円



(リース取引関係) 

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

減損損失
累計額  
相当額  
(千円)

中間期末 
残高 

相当額 
(千円)

器具 
備品

141,617 53,378 2,916 85,322

車輌 
運搬具

4,053 595 ─ 3,457

ソフト 
ウェア

13,571 6,250 ─ 7,320

合計 159,242 60,225 2,916 96,101

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

減損損失
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

器具 
備品

169,144 88,383 5,427 75,333

車輌 
運搬具

4,053 1,255 ― 2,797

ソフト 
ウェア

15,301 9,756 ― 5,545

合計 188,499 99,395 5,427 83,676

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

減損損失
累計額  
相当額  
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

器具
備品

155,988 74,745 5,427 75,816

車輌
運搬具

4,053 924 ─ 3,128

ソフト
ウェア

16,357 8,403 ─ 7,953

合計 176,399 84,073 5,427 86,899

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中間

期末残高相当額

１年以内 32,039千円

１年超 65,944千円

合計 97,983千円

リース資産減損勘

定中間期末残高 2,360千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中間

期末残高相当額

１年以内 35,064千円

１年超 58,639千円

合計 93,704千円

リース資産減損勘

定中間期末残高 3,034千円

② 未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定期末残高

相当額

１年以内 34,265千円

１年超 61,754千円

合計 96,019千円

リース資産減損勘

定期末残高 2,863千円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 14,766千円

リース資産減損勘

定の取崩額
555千円

減価償却費相当額 13,920千円

支払利息相当額 1,108千円

減損損失 2,916千円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 20,667千円

リース資産減損勘

定の取崩額
1,281千円

減価償却費相当額 15,580千円

支払利息相当額 1,571千円

減損損失 ―千円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 32,691千円

リース資産減損勘

定の取崩額
2,563千円

減価償却費相当額 27,625千円

支払利息相当額 2,502千円

減損損失 5,427千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価格を零とする定額法によって

おります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティングリース取引

 未経過リース料

１年以内 184,882千円

１年超 3,418,923千円

合計 3,603,806千円

２ オペレーティングリース取引

 未経過リース料

１年以内 263,811千円

１年超 4,697,580千円

合計 4,961,392千円

２ オペレーティングリース取引

 未経過リース料

１年以内 184,882千円

１年超 3,325,444千円

合計 3,510,327千円



(有価証券関係) 

※当中間会計期間における「有価証券関係」（子会社及び関連会社株式で時価のあるものは除く）について 

  は、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

前中間会計期間末(平成18年４月30日) 

時価評価されていない有価証券 

 
  

当中間会計期間末(平成19年４月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成18年10月31日) 

時価評価されていない主な有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

※当中間会計期間における「デリバティブ取引関係」については、中間連結財務諸表における注記事項とし 

  て記載しております。 

 
  

(持分法損益等) 

※当中間会計期間における「持分法損益等」については、中間連結財務諸表を作成しているため、記載して 

  おりません。 

 
  

内容 中間貸借対照表計上額(千円)

    その他有価証券

     非上場株式
     非上場債券

10,000
5,000

計 15,000

内容 貸借対照表計上額(千円)

  (1)子会社株式 10,000

   (2)その他有価証券

      ①非上場株式
      ②非上場債券

7,500
5,000

計 22,500

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

 当社の利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ

会計を適用しているため、デリバティブ取引に関する注

記を省略しております。

同左

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

 関連会社が存在しないため記載しておりません。 同左



(１株当たり情報) 

※当中間会計期間における「１株当たり情報」については、中間連結財務諸表を作成している 

 ため、記載を省略しております。 

 
(注) １株当たり中間純利益又は中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目
前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

１株当たり純資産額 31,776円96銭 34,420円73銭

１株当たり中間(当期)純損失 4,364円15銭 1,720円37銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、１株当たり

当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月30日)

中間(当期)純損失(千円) 94,876 37,400

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ―

普通株式に係る中間(当期)純損失(千円) 94,876 37,400

期中平均株式数(株) 21,740 21,740



(重要な後発事象) 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間
（自 平成17年11月１日
 至 平成18年４月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年11月１日
 至 平成19年４月30日）

前事業年度
（自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日）

子会社の設立
当社は、平成18年４月28日開催の

取締役会において、下記の子会社を
設立することを決議し、平成18年５
月17日に設立いたしました。

（1）商号 
 株式会社サポート21

（2）事業内容 
 事務作業請負、清掃請負、 
 ＤＭ等作成請負、園芸業務等

（3）資本金 
 10百万円

（4）発行済株式数 
 200株

（5）当社出資比率 
 100％

（6）決算期 
 10月31日

（7）設立の目的
障害を持つ方々の雇用の場を創出

し、障害者雇用の基本的考え方であ
る「障害を持つ人もない人も共に働
き共に生きる社会を目指して、障害
のある人々の社会人としての自立を
支援する。」に則り、より積極的に
障害者の方々の働く場を提供してい
くことを目的とするものでありま
す。

―――――― ――――――



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(１)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第13期(自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日)平成19年１月31日近畿財務局長に
  提出。 

  

(２)有価証券届出書(第三者割当増資)及びその添付書類 

 平成19年３月９日近畿財務局長に提出。 

  

(３)臨時報告書 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書
  を平成19年３月30日近畿財務局長に提出。 



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成19年７月27日

株式会社ケア21 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ケア21の平成18年11月１日から平成19年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ケア21及び連結子会社の平成19年４月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

京 都 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  眞  吾  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  井  晶  治  ㊞

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年７月１９日

株 式 会 社 ケ ア ２ １ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケア２

１の平成１７年１１月１日から平成１８年１０月３１日までの第１３期事業年度の中間会計期間（平成１７年１１月１日から平成１

８年４月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ケア２１の平成１８年４月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１１月１日から平成１８

年４月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、「固定資産の減損

に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 訓 康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 眞 吾 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成19年７月27日

株式会社ケア21 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ケア21の平成18年11月１日から平成19年10月31日までの第14期事業年度の中間会計期間(平

成18年11月１日から平成19年４月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ケア21の平成19年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

京 都 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  眞  吾  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  井  晶  治  ㊞

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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